
43・1・15市役所の開庁時間は、原則平日午前８時 30 分〜午後５時です。（正午〜午後１時除く） 市役所代表 ☎ 0 4 2 − 3 8 3 − 1 1 1 1

掲載内容の詳細は、お問い合わせいただくか、市ホームページをご覧ください。費用の記載のないものは、原則、無料です。
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⑵懲戒処分の状況（令和元年度）
　懲戒処分とは、地方公務員法第２９条の規定により、公務における規律と秩序を維持することを目
的として、職員に法令等の違反、職務上の義務の違反、全体の奉仕者たるにふさわしくない非行の
あった場合などに行う処分です。

処分者数
合　計免　職停　職減　給戒　告
０人０人０人０人０人

⑤その他の手当（令和２年４月１日現在）
職員１人当たり
平均支給年額
（令和元年度決算）

支給実績
（令和元年
度決算）

国の制度と
異なる内容

国の
制度と
の異同

内容および
支給単価手当名

１９３,７７６円４７,６６９千円

支給対象者、支給単価
【国】
（１）子１０,０００円（子が
満１６歳年度初めから満２２
歳年度末までの場合は
１５,０００円）
（２）子以外の扶養親族
６,５００円

異なる

【内容】
扶養親族を有する職員
に支給
【支給額】
（１）子９,０００円（子が
満１６歳年度初めから満
２２歳年度末までの場合
は１３,０００円）
（２）子以外の扶養親
族６,０００円（課長級は
３,０００円）

扶養手当

９０４,０３２円５６,０５０千円
支給対象者、支給割合
【国】
４６,３００〜１４６,４００円

異なる
管理又は監督の地位に
ある一定範囲の職員に
対して７６,０００〜１０３,０００
円

給料の特
別調整額
（管理職
手当）

１４７,９７２円１０,５０６千円

支給対象者、支給対象区
分、支給単価
【国】
借家・借間
支給限度額２７,０００円

異なる

【内容】
自ら居住するための住
居を借り受け、月額
１５,０００円以上の家賃を
払っている世帯主等に
支給
当該年度末年齢３５歳未
満の職員にのみ支給
し、管理職には支給さ
れない
【支給額】
１５,０００円

住居手当

８９,００２円４５,４８０千円
交通用具使用者の支給額
【国】
２,０００〜３１,６００円

異なる
交通機関利用者
運賃相当額
交通用具使用者
通勤距離に応じて支給

通勤手当

②退職手当（令和２年４月１日現在）
東京都小金井市

区　分
勧奨・定年自己都合勧奨・定年自己都合
２３.０月分２３.０月分２３.０月分２３.０月分勤続２０年
３０.５月分３０.５月分３０.５月分３０.５月分勤続２５年
４３.０月分４３.０月分４３.０月分４３.０月分勤続３５年
４３.０月分４３.０月分４３.０月分４３.０月分最高限度額

定年前早期退職特例措置
（２〜２０％加算）

定年前早期退職特例措置
（２〜２０％加算）その他の加算措置

１４,４７７千円２,９１５千円１５,７８８千円２,８０１千円１人当たり平均支給額
※退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です
③地域手当（令和２年４月１日現在）

国の制度
（支給率）

支給対象
職員数支給率支給

対象地域
１人当たり平均支給年額
（令和元年度決算）

支給実績
（令和元年度決算）

１５％６２５人１５％小金井市５４１,９４２円３３８,７１４千円

④時間外勤務手当
１人当たり平均支給年額支給実績

４３０千円２３９,３５８千円平成３０年度決算
４９３千円２６４,７４１千円令和元年度決算

⑵昇任試験実施状況（令和元年度） （人）
合格者申込率受験申込者区分 合計女男全体女男合計女男

６１５１９.２％５.０％２８.１％２０２１８係長職・専任主査職
１７５１２３５.４％２２.４％５７.５％７０２８４２主任職
００００.０％０.０％０.０％０００統括技能長職
１０１７.１％０.０％１１.１％１０１技能長職・専任技能主査職
０００２１.４％３３.３％１２.５％３２１技能主任職
２４６１８２８.３％１８.１％４０.０％９４３２６２合　計

部分休業取得者数育児休業取得者数
１２人２６人

※令和元年度に新たに取得した職員数です

５職員の休業の状況

　地方公務員法第３０条では、服務の根本基準として、「全て職員は、全体の奉仕者として公共の利
益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならな
い。」と規定しています。職員が守るべき義務は、次のとおりです。

営利企業
等の従事
制限

争議行為
等の禁止

政治的行
為の制限

職務に専
念する義
務

秘密を守
る義務

信用失墜
行為の禁
止

法令等お
よび上司
の職務上
の命令に
従う義務

区　分

０人０人０人０人０人０人８人違反者数
（令和元年度）

７職員の服務の状況（令和元年度）

⑵利益の保護の状況
①勤務条件に関する措置の要求の状況
　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、適当な措置が取られる
べきことを要求をすることができます。令和元年度の措置要求件数、完結件数は各１件、継続件
数、繰越件数は各０件でした。
②不利益処分に関する不服申し立ての状況
　職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた場合、公平委員会に対して不服申し立
てをすることができます。令和元年度の継続件数は１件、申し立て件数、完結件数、繰越件数はい
ずれも０件でした。

⑴分限処分の状況（令和元年度）
　分限処分とは、地方公務員法第２８条の規定により、公務能率を維持することを目的として、職員
がその職責を十分に果たすことができない一定の事由のある場合に、職員の意に反して行う処分
です。

処分者数（延べ人数）
合　計休　職免　職降　任
５５人５５人０人０人

※同一職員の再処分の場合も含みます

６職員の分限処分および懲戒処分の状況

⑷特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）
③退職手当

支給
時期１期の手当額算定方式区　分

任期
ごと

１３,０４６,８００円給料月額×
（在職年数×３.３８）市　長

 ９,５７０,０００円給料月額×
（在職年数×２.９０）副市長

 ５,５５３,９００円給料月額×
（在職年数×２.４２）教育長

①給料・報酬
給料月額等区　分
９６５,０００円市　長

給　料 ８２５,０００円副市長
７６５,０００円教育長
５７５,０００円議　長

報　酬 ５２０,０００円副議長
４９０,０００円議　員

②期末手当
議長、副議長、
議員

市長、副市長、
教育長

３.９５月分
（令和元年度
支給割合）

３.９５月分
（令和元年度
支給割合）

９職員研修の実施状況（令和元年度）
受講者数
（延べ人数）研修内容等区　分

３２６人新任職員研修、現任研修、主任職研修等職層別研修
独自研修 ３９人文書実務研修、経理実務研修実務研修

６１８人上級救命講習、メンタルヘルス研修、人権研修等その他

２０８人職層別研修、法務研修、情報処理研修、実務研修等東京都市町村
職員研修所派遣研修

１１人自治大学校、第３ブロック合同研修その他

　地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成２６年法律第３号）に
より、地方公共団体においては職員の退職管理に関する事項を条例等で定め、適正な管理
を行うこととされています。本市においては、職員の退職管理に関する条例および退職管
理に関する規則を制定し、元職員による働きかけの規制等、適正な退職管理の取り組みを
行っています。

８職員の退職管理の状況

１１職員の競争試験および選考の状況
⑴採用試験実施状況（令和元年度） （人）

合格者受験者応募者職　種区分
１１１６７２３５一般事務

上級職 １７８建築技術
２１３１４保健師
２１１１２精神保健福祉士・社会福祉士
０３２４１一般事務（障がいのある方対象）

中級職 ２５６保育士
２８１０児童厚生員及び学童保育指導員

※令和２年４月および５月採用分
⑶休暇の取得状況

年次有給休暇
取得率

年次有給休暇
平均取得日数

４１.４％１５.５日
※平成３１年４月〜令和２年３月の期間を対象としています

⑵休暇制度の概要
　休暇制度の種類は、年次有給休暇、公民権の行使、育児時間、出産支援休暇、育児参加休暇、子
どもの看護休暇、生理休暇、産前および産後の休養、病気休暇、夏季休暇、ボランティア休暇、骨髄
液提供等休暇、結婚休暇、忌引、介護休暇、短期の介護休暇があります。

４職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
⑴職員の勤務時間、休憩時間の概要
　（本庁舎、第二庁舎勤務職員の一般的な例）

８：３０ 休憩時間 １７：１５

１２：００ １３：００

②公務災害等の発生状況（令和元年度）
発生件数区　分
４件公務災害
１件通勤災害

③職員互助会の状況（令和元年度）
公費負担率市交付金額会費収入額
１：０.７６,６６４,０００円９,５２０,０００円

※金額は、交付決定時点のものです

１０職員の福祉および利益保護の状況
⑴福利厚生事業について
①福利厚生事業の概要

主な事業内容区　　　分
保健給付、年金、福祉事業等東京都市町村職員共済組合共済制度
公務災害、通勤災害等地方公務員災害補償基金公務災害補償制度
定期健康診断、産業医による健康相談
等職員健康診断、職員健康相談安全衛生管理
職場巡視等安全管理、職場衛生
カフェテリアプラン事業、各種福利厚
生サービスの割引提供（外部委託）、
慶弔金の給付等

小金井市職員互助会互助制度


